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「コミュニティパワー」（ご当地電力）	

到達点とこれから	



コミュニティパワー研究会の構成と狙い	

次の「３つの狙い」のもとで、「３つの研究会」を発足	

2 

学びと創造	政策と制度 繋がりと協働	

【ネットワーク】	
需要と供給の連携	

多様な地域間	
多様なエネルギー

間	

【需要側】	
市民が自然エネ
ルギーを選べる
エネルギー会社	

【供給側】	
地域自立のエネ
ルギー事業(狭義
のコミュニティパ

ワー)	

CPラボ 地域ファイナンス 
研究会 地域経済研究会 



トップダウンから見る(未)到達点	

ü  固定価格買取制度による太陽光発電の急増効果	

•  2013年7月末で設備認定2361万kWのうち太陽光が2207万kW（93.5%）	

•  太陽光2207万kWのうち、非住宅が92%（未建設88%）	

ü  しかし、全国的に「不動産バブル」的な太陽光発電ブーム	

•  全国的に「空き地漁り」が進行中。ほぼすべてが「植民地的事業」	

ü  未だに「ハコもの誘致」的な感覚が主流の各地の自治体・首長	

•  「地域振興策として歓迎」(美祢市長)、「土地の有効活用」(一関市長)、「再

生可能エネルギー推進」（和歌山市長）など多数	

3 



メガソーラー「バブル」は続く	
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4 
【出典】経済産業省	



ボトムアップから見る到達点	
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1.  少しづつ広がる「認識」	

•  「ご当地電力」が流行語大賞ノミネート	

•  地域エネルギーとお金の関係への認識	

–  長野県での地域経済評価例など	

2.  徐々に立ち上がる「ご当地電力」（先行モデルの現実化と広がり）	

•  ご当地電力の立ち上がり、環境省事業のバックアップ	

•  自治体での関心の高まり	

•  地域金融機関と地域エネルギーとのコラボ：飯田市・北海道に続いて	

–  静岡、調布、小田原、山口・・・	

•  生協による「第3の事業」への関心：北海道GFに続いて	

–  日生協、生活クラブ、パル、グリーンコープ	

3.  支援的な制度などの広がり	

•  環境省地域再エネ金融マニュアルや資本性資金（グリーンファンド等）整備	

•  先行自治体（長野県、飯田市など）での地域再エネ支援的制度の整備	



地域経済と再生可能エネルギー	

長野県の評価例	
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地域経済と再生可能エネルギー	

長野県の評価例	
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環境省「地域主導型再生可能エネルギー事業化検討業務」 

北海道 

静岡 

高知 徳島 小田原 

長野 

小浜	

埼玉 

美作 

多摩 

調布 

南阿蘇 

小国 
福島 

最上 

富良野 

鰺ヶ沢町 

気仙 

一関市 

野田村 

いすみ市 

世羅町	

球磨村	

長野原町 中之条町 

※静岡、小浜はH24年度で終了済み 

H24年度は8地域、H25年度は10地域が新たに採択（合計25地域） 

H23年度採択地域 

H24年度採択地域 

H25年度採択地域 
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わたしたちのエネルギー時代がやってきた。	
５つのご当地エネルギー市民ファンドから、全国へ	

北海道	 福島	 小田原	 長野	 山口	

石狩市民	
風力発電(仮)	

復興支援	
ソーラー(仮)	

ほうとくソーラー
市民ファンド(仮)	

おひさま	
ファンド７	

みんなで応援	
やまぐちソーラー

ファンド(仮)	

募集開始	
12月(予定)	

募集開始	
12月(予定)	

募集開始	
11月(予定)	

10/17	
募集開始	

募集開始	
10月末(予定)	

募集額	
1億円(予定)	

募集額	
２億円(予定)	

募集額	
1億円(予定)	

募集額	
3.5億円	

募集額	
2億円(予定)	

(資料請求)	
自然エネルギー

市民ファンド	

(資料請求)	
自然エネルギー

市民ファンド	

(資料請求)	
自然エネルギー

市民ファンド	

(資料請求)	
おひさまエネル

ギーファンド	

(資料請求)	
自然エネルギー

市民ファンド	9 



コミュニティパワー：「競合」から「協働」へ	

自社事業所	

他社（高圧部門）	

一般家庭	

組合員家庭	

自社事業所	

他社（高圧部門）	

一般家庭	

組合員家庭	

CP的	
新電力	
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CP	
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CP的	
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CP	
発電所	

	
	
	
	

CP的	
新電力	

上下流の協働	

協
働	

上流の協働	 場全体の
協働	

下流の協働	 10 

CP	
発電所	



これから求められるもの（例示）	

1.  （緊急）地域主体によるゾーニングと社会合意手続き	

2.  コミュニティパワー原則の浸透と実質化	

3.  開発事業者とコミュニティパワーの発展的調和	

4.  地域におけるキャパシティ・ビルディング	

　　　　(行政、首長・議会、金融、事業者、市民など)	

5.  分散型エネルギー社会に備えた国全体の制度整備	
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